
業務棚卸評価シート 1/7

23年度 24年度 25年度 1,322,231 1,322,231 770,210 770,210

1 総
廃棄物減量等推
進審議会に関す
る業務

重要案件等について答
申、意見を受け、民意を
反映した行政執行に努め
る。

市民の
代表

者、有
識者等

定
例
定
型

審議会開催
回数

年６回 年６回 年６回 1,136 年７回

一般廃棄物処理基本
計画の素案について
審議会にて審議を
行った。

Ａ 1,150 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

1

廃棄物減量等推
進審議会に関す
る業務

審議会の開催 会議開催回数 年６回 年７回 1,136 審議会の開催 会議開催回数 年６回 1,150
不
可

必
要

済
不
可

無 なし
維
持

2 総
各種協議会等に
係る業務

一般廃棄物処理行政の円
滑な運営に資する。

市町村
職員

定
例
定
型

会議参加回
数

年１５回 年１５回 年１５回 183 年１９回

一般廃棄物処理行政
の円滑な運営にかか
る他市の状況、研
究、情報交換等を実
施した。

Ａ 183 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

2
各種協議会等に
係る業務

調査研究・情報交
換、連絡調整のた
めの全国都市清掃
会議への参加

廃棄物処理に
係る要望書の
提出

１件 １件 155

調査研究・情報交
換、連絡調整のた
めの全国都市清掃
会議への参加

廃棄物処理に
係る要望書の
提出

１件 155
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

2
各種協議会等に
係る業務

調査研究・情報交
換、連絡調整のた
めの神奈川県都市
清掃会議への参加

参加回数 年７回 年４回 28

調査研究・情報交
換、連絡調整のた
めの神奈川県都市
清掃会議への参加

参加回数 年７回 28
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

2
各種協議会等に
係る業務

調査研究・情報交
換、連絡調整のた
めの神奈川県広域
処分地対策協議会
の会議への参加

参加回数 年１回 年１回

調査研究・情報交
換、連絡調整のた
めの神奈川県広域
処分地対策協議会
の会議への参加

参加回数 年１回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

2
各種協議会等に
係る業務

一般廃棄物処
理の広域化に
係る湘南広域
都市行政協議
会への参加

参加回数 年８回 年８回

一般廃棄物処理の
広域化に係る湘南
広域都市行政協議
会への参加

参加回数 年１回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

2
各種協議会等に
係る業務

湘南東ブロッ
クごみ処理広
域化調整会議
出席

出席回数 年２回 年２回

湘南東ブロッ
クごみ処理広
域化調整会議
出席

出席回数 年２回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

2
各種協議会等に
係る業務

湘南東ブロッ
クごみ処理広
域化調整会議
幹事会出席

出席回数 年２回 年２回

湘南東ブロッ
クごみ処理広
域化調整会議
幹事会出席

出席回数 年２回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

2
各種協議会等に
係る業務

湘南東ブロッ
クごみ処理広
域化調整会議
ワーキング出
席

出席回数 年４回 年３回

湘南東ブロッ
クごみ処理広
域化調整会議
ワーキング出
席

出席回数 年４回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

701 総
資源物選別処理
施設の管理運営
事業

廃棄物の適正な処理及び
資源の有効な利用の確保
を図り、もって循環型社
会の形成を目指す。

市民・
企業

定
例
定
型

選別処理施
設稼働日数

２５９日 81,138 ２５７日

分別収集された資源
物の中間処理を始め
とした資源物選別施
設の円滑な維持、管
理を実施した。

Ａ

701

資源物選別処理
施設の管理運営
事業

資源物選別業
務等を委託

選別処理施設
稼働日数

２５９日 ２５７日 77,453

701

資源物選別処理
施設の管理運営
事業

警備業務委託
防犯・火災監
視の日数

３６６日 ３６６日 548

701

資源物選別処理
施設の管理運営
事業

自家用電気工
作物保安業務
委託

保守・点検回
数

１回／月 １回／月 169

701

資源物選別処理
施設の管理運営
事業

設備保守点検
委託

保守・点検回
数

１回／年 実施せず

701

資源物選別処理
施設の管理運営
事業

電気水道使用
料、修繕料、
ウォーター
クーラー検査

検査等の実施
回数

年１２回
（電気水
道）随時
（修繕）年
１回（ｸｰ
ﾗｰ）

年１２回（電気
水道）
年３回（修繕）
年１回（ｸｰﾗｰ）

2,968

701

資源物選別処理
施設の管理運営
事業

資源物処理施
設との業務全
般に関する連
絡調整

報告書の提出
回数

月１回 月１回

3 総
資源物選別処理
施設の解体整理
事業

リサイクルセンターの整
備に伴い既存施設の解体
を行う。

市民
政
策

事業の進捗
状況

解体設計完
了

解体工事の
完了
汚染土壌の
除去完了

跡地の適正
管理

3,618
解体設計
の完了

リサイクルセンター
の整備に伴い、既存
設備の解体に向け、
予定どおり設計を
行った。

Ａ 160,519 未 中 高 中 縮小 有り
減
ら
す

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

基礎情報

施策目標 資源循環型社会の形成を目指す

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値

改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

資源循環課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

活動指標の名称

資源循環課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）
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23年度 24年度 25年度 1,322,231 1,322,231 770,210 770,210

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

基礎情報

施策目標 資源循環型社会の形成を目指す

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値

改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

資源循環課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

活動指標の名称

資源循環課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）

3

資源物選別処理
施設の解体整理
事業

汚染土壌の管
理

地下水の調査
年４回 年４回 418

汚染土壌の管
理

地下水の調査
年２回 223

不
可

必
要

済
不
可

無 有り 24

２４年度末までに土
壌汚染対策を行い、
その後は地下水の分
析調査は必要がな
い。

予
算
な
し

3

資源物選別処理
施設の解体整理
事業

解体及び汚染
土壌形質変更
の設計

設計の完了

平成２３
年度末ま
で

平成２３
年度末ま
で

3,200
解体及び土壌
汚染対策工事

工事の完了
平成２４
年度末ま
で

160,040
不
可

必
要

済
不
可

無 有り 24
２４年度末までに土
壌汚染対策及び解体
工事が完了する。

予
算
な
し

3

資源物選別処理
施設の解体整理
事業

施設解体後の
跡地管理

敷地内の除草
平成２４
年度末ま
で

256
不
可

必
要

済
不
可

無
施設の解体工事完了
後には、管理の範囲
が拡大する。

増
や
す

4 総
ごみの減量化・
資源化に関する
支援業務

生ごみの排出抑制及び減
量化を推進する。

市民

定
例
定
型

コンポスト
販売件数

年３７０個 年３７０個 年３７０個 2,141
年２０４

件

取扱件数は目標値に
達していないが、生
ごみ処理機普及のた
めの新たなPRをす
るなど工夫を行っ
た。

Ｂ 3,623

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

4

ごみの減量化・
資源化に関する
支援業務

生ごみ処理容
器の廉価での
販売

販売件数
年３７０
個

年２０４
個

1,416
生ごみ処理容
器の廉価での
販売

販売件数
年２７０
個

2,108

業
務
計
画

済
必
要

済
不
可

無 なし
維
持

4

ごみの減量化・
資源化に関する
支援業務

電動式生ごみ
処理機購入費
助成

助成件数 年８０件 年３０件 710
電動式生ごみ
処理機購入費
助成

助成件数 年６０件 1,500

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

4

ごみの減量化・
資源化に関する
支援業務

生ごみ処理容
器及び電動式
生ごみ処理機
購入者アン
ケート

購入者満足度 80％ 88.9％ 15

生ごみ処理容
器及び電動式
生ごみ処理機
購入者アン
ケート

購入者満足度 ８０％ 15

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

5 総
ごみの減量化・
資源化に啓発事
業

ごみの減量化・資源化推
進の意識の高揚を図る。

市民

定
例
定
型

環境学習開
催回数

年５０回 年５０回 年５０回 2,332 年４４回

ごみの減量化・資源
化に関する啓発を
様々な機会を通じて
実施した。

Ａ 3,147

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

5
ごみ減量化・資
源化に啓発事業

環境学習の開
催

開催回数 年５０回 年４４回
環境学習等啓
発事業の開催

開催回数 年５０回

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

5

ごみの減量化・
資源化に関する
啓発事業

環境学習開催
に伴う調整

満足度 80％ 89.7％

環境学習開催
に伴う調整
（アンケート
を含む）

満足度
８０％

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

5

ごみの減量化・
資源化に関する
啓発事業

小学生４年生
用副読本の作
成等、啓発教
材の作成

作成時期
２月末ま
で

２月から
３月まで

266

小学校４年生
用副読本の作
成等、啓発教
材の作成

作成時期
２月末ま
で

531

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

5

ごみの減量化・
資源化に関する
啓発事業

ごみ通信ちが
さき等の作
成、配付等

発行回数 年2回 年2回 1,106
ごみ通信ちが
さき等の作
成、配付等

発行回数 年2回 1,585

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

5

ごみの減量化・
資源化に関する
啓発事業

清掃のあらま
しの作成

事業結果の作
成時期

平成２３
年１０月

平成２３
年１０月

清掃のあらま
しの作成

事業結果の作
成時期

平成２４
年１０月

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

5

ごみの減量化・
資源化に関する
啓発事業

生ごみ処理機
（公共施設）
の保守点検、
修繕等

点検等の回数 年１１回 年１１回 860

生ごみ処理機
（公共施設）
の保守点検、
修繕等

点検等の回数 年１１回 931

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

5

ごみの減量化・
資源化に関する
啓発事業

マイバッグ推
進会議への参
加

会議参加回数 年１０回 年９回
マイバッグ推
進会議への参
加

会議参加回数 年１０回

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし

予
算
な
し

5

ごみの減量化・
資源化に関する
啓発事業

レジ袋削減を
推進する。

キャンペーン
の実施

２回 ２回 100
レジ袋削減を
推進する。

キャンペーン
の実施

２回 100

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし
維
持

5

ごみの減量化・
資源化に関する
啓発事業

事業Ｎｏ.７０
２から統合

ごみに関する
情報の発信

ホームページ
等の活用

平成２４
年度末ま
で（その
後も継
続）

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

6 総 資源化促進事業
資源循環型社会の形成を
目指し資源物の分別収集
方法の見直しを進める。

全市
民、企

業

政
策

事業の進捗
状況

モデル事業
実施

分別収集方
法の見直し

分別収集方
法の見直し

29,348
モデル事
業実施

資源循環型社会の形
成に資するため市内
全域で分別収集のモ
デル事業を実施し
た。

Ａ 222,583

業
務
計
画

未 高 中 高 拡大 有り 24
増
や
す
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23年度 24年度 25年度 1,322,231 1,322,231 770,210 770,210

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

基礎情報

施策目標 資源循環型社会の形成を目指す

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値

改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

資源循環課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

活動指標の名称

資源循環課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）

6 資源化促進事業
カレットの再
商品化に係る
処理委託

年間処理量
年1,849
ｔ

年
1,650.7
8ｔ

1,085

6 資源化促進事業
ペットボトル
選別圧縮梱包
処理等委託

年間処理量 年856ｔ
年
816.98
ｔ

24,362

6 資源化促進事業

分別収集方法
の見直しに係
るモデル事業
の検証

２４年度収集
方法（案）の
作成

平成２３
年９月ま
で

平成２３
年９月ま
で

6 資源化促進事業
分別収集方法
の見直しに係
る地域説明

説明会開催数
年１３５
回

年１３７
回

6 資源化促進事業
分別収集方法
の見直しに係
るモデル事業

収集期間

平成２３
年４月か
ら２４年
３月

平成２３
年４月か
ら２４年
３月

1,644

6 資源化促進事業
分別収集方法
の見直しに係
る事業準備

準備期間

平成２３
年４月か
ら２４年
３月

平成２３
年４月か
ら２４年
３月

2,257

6 資源化促進事業
新規分別に伴
う集積場所の
巡回

収集期間

平成２４
年４月か
ら２５年
３月

135

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 24

２４年度からの新規
分別に係る業務が環
境事業センターへ移
管する。

予
算
な
し

6 資源化促進事業
寒川町負担金
納付に関する
事務

支払回数 年４回 222,448

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 24

２６年度からの長期
包括的業務委託契約
を目指しアドバイザ
リー契約を行う。

増
や
す

6 資源化促進事業
寒川町への資
源物搬入に関
する調整

会議開催回数 年８回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

6 資源化促進事業
剪定枝の資源
化の検討

分別収集及び
事業内容の検
討

２４年度
末まで

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

7 総
ごみの排出抑制
推進事業

ごみの発生を抑制し資源
循環型社会の形成に資す
る。

市民・
自治

会・事
業者

政
策

１人１日あ
たりのごみ
(資源物を除
く)の排出量

７４６㌘ ６９７㌘ ６６６㌘ 30,268
７３５．
９㌘

三者協調型資源回収
システムでの資源物
の分別収集の推進を
図り、資源物を除く
ごみの排出量の抑制
を実施した。

Ａ 42,100 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

7
ごみの排出抑制
推進事業

リサイクル推
進店申請書の
受付、認定要
件の確認、認
定書の発行

推進店数 １００店 ７３店

リサイクル推
進店申請書の
受付、認定要
件の確認、認
定書の発行

推進店数 １００店 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

7
ごみの排出抑制
推進事業

リサイクル推
進店の活動の
周知

キャンペーン ２回 ２回 100
リサイクル推
進店の活動の
周知

キャンペーン ２回 100 済
必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし
維
持

7
ごみの排出抑制
推進事業

資源回収推進
地域への補助
金の交付

申請・交付自
治会数

１３５自
治会等

１３６自
治会等

30,168
資源回収推進
地域への補助
金の交付

申請・交付自
治会数

１３６自
治会等

42,000
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

7
ごみの排出抑制
推進事業

三者協調型資
源回収制度の
見直し

補助金制度の
検証及び見直
し

補助要綱
の改正

補助要綱
の改正

三者協調型資
源回収制度の
見直し

補助金制度の
検証

平成２４
年度末ま
で

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

8 総
ごみ処理広域化
事業

広域化を推進し資源循環
型社会の形成の推進に資
する。

市民
政
策

事業の進捗
状況

会計基準マ
ニュアルの
作成

会計基準の
導入

ごみ処理経
費の検証

5,356 年４回

会計基準のマニュア
ルは作成できなかっ
たが、ごみ処理広域
化事業の事務は適切
に行った。

Ｃ 545 未 高 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

8
ごみ処理広域化
事業

一般廃棄物会
計基準の導入
準備

会計基準マ
ニュアルの作
成

平成２３
年度末ま
で

調査・研
究中

一般廃棄物会
計基準の導入
準備

会計基準マ
ニュアルの作
成

平成２４
年度末ま
で

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し
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23年度 24年度 25年度 1,322,231 1,322,231 770,210 770,210

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

基礎情報

施策目標 資源循環型社会の形成を目指す

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値

改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

資源循環課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

活動指標の名称

資源循環課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）

8
ごみ処理広域化
事業

寒川町の可燃ごみ
の焼却処理の受け
入れに係る負担金
の請求・受領に関
する事務

請求・受領回
数

年４回 年４回

寒川町の可燃ごみ
の焼却処理の受け
入れに係る負担金
の請求・受領に関
する事務

請求・受領回
数

年４回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

8
ごみ処理広域化
事業

寒川町の資源物の
中間処理の受け入
れに係る負担金の
請求・受領に関す
る事務

請求・受領回
数

年４回 年４回

8
ごみ処理広域化
事業

リサイクル協
会拠出金の支
払いに関する
事務

支払い回数 年２回 年３回 5,356

リサイクル協
会拠出金の支
払いに関する
事務

支払い回数 １回 545
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 24

寒川広域リサイクルセ
ンターの稼動により、
資源物の処理は寒川町
へ事務委託するため、
リサイクル協会に係る
事務は寒川町へ移行し
ます。

予
算
な
し

702 総
家電リサイクル
関連法に関する
事務

小売業者及び製造業者等
による特定家庭用機器廃
棄物の収集及び運搬並び
に再商品化等に関し、こ
れを適正かつ円滑に実施
するための措置を講ず

市民と
事業者

定
例
定
型

家電リサイ
クルの啓発
について、
刊行物等へ
の情報発信
回数

年３回 年３回 年３回 248 年４回

家電リサイクル法に
伴う対象品目・処理
方法の周知を行っ
た。

Ａ

702

家電リサイクル
関連法に関する
事務

不法投棄され
た特定家庭用
機器の廃棄物
処理手数料の
納付

納付件数 １４５件 ９４件 248
環境事業セン
ターへ移管

702

家電リサイクル
関連法に関する
事務

家電リサイク
ル法に伴う対
象品目・処理
方法の周知を
行う

情報発信回数 年３回 年４回
事業Ｎｏ.５へ
統合

9 総
廃掃法に基づく
許可に関する業
務

市内で発生した一般廃棄
物の適正処理を図る。

一般廃
棄物処
理業者

定
例
定
型

許可までの
日数

３０日 ３０日 ３０日 32
３０日以
内

全ての案件につい
て、３０日以内に処
理が行われた。

Ａ 34 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

9

廃掃法に基づく
許可に関する業
務

産業廃棄物処理施
設設置計画に係る
関係各課の意見聴
取

意見聴取調整
日数

４０日以
内

４０日以
内

産業廃棄物処理施
設設置計画に係る
関係各課の意見聴
取

意見聴取調整
日数

４０日以
内

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

9

廃掃法に基づく
許可に関する業
務

一般廃棄物処理業
の許可に係る書類
審査、許可証の発
行及び取消し等の
事務

書類を受付し
てから許可す
るまでの日数

３０日以
内

３０日以
内

一般廃棄物処理業
の許可に係る書類
審査、許可証の発
行及び取消し等の
事務

書類を受付し
てから許可す
るまでの日数

３０日以
内

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

9

廃掃法に基づく
許可に関する業
務

廃棄物行政担
当者研修

研修への受講
人数

１人 １人 32
廃棄物行政担
当者研修

研修への受講
人数

１人 34
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

9

廃掃法に基づく
許可に関する業
務

一般廃棄物処
理業の許可に
係る実績報告
書の受理・整
理

実績報告書の
とりまとめ

毎月２０
日まで

毎月２０
日まで

一般廃棄物処
理業の許可に
係る実績報告
書の受理・整
理

実績報告書の
とりまとめ

毎月２０
日まで

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

10 総
大型ごみ証紙に
関する業務

大型ごみを適正に処理す
る。

市民

定
例
定
型

証紙販売店
舗数

１１０店舗
以上

１１０店舗
以上

１１０店舗
以上

3,145
１０９店
舗

証紙販売店舗数の普
及に努めた。 Ａ 3,325 未 高 高 高

現状維
持

なし
維
持

10
大型ごみ証紙に
関する業務

大型ごみ収入
証紙販売店舗
の拡大

販売店舗数
１１０店
舗以上

１０９店
舗

3,145
大型ごみ収入
証紙販売店舗
の拡大

販売店舗数
１１０店
舗以上

3,325 済
必
要

済
不
可

無 なし
維
持

11 総
事業系一般廃棄
物に関する事務

事業系一般廃棄物の適正
処理及び減量化を図る。

収集運
搬業

者・排
出事業

者

定
例
定
型

搬入物調査
実施回数

年８回 年８回 年８回 年６回

目標回数には達しな
かったが、事業者に
対するごみの排出指
導や啓発を行った。

Ｂ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

11
事業系一般廃棄
物に関する事務

事業系ごみの
適正搬入の指
導

事業系ごみ搬
入事業者の抜
き打ち調査回
数

年８回 年６回
事業系ごみの
適正搬入の指
導

事業系ごみ搬
入事業者の抜
き打ち調査回
数

年８回 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

11
事業系一般廃棄
物に関する事務

事業系ごみの
排出量抑制の
ための啓発指
導

訪問会社数 １００社 １００社

事業系ごみの
排出量抑制の
ための啓発指
導

訪問会社数 １００社 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

11
事業系一般廃棄
物に関する事務

事業系ごみの
取り扱い方法
の見直し

検討期限 １０月 １０月

事業系ごみの
排出抑制・資
源化の施策の
検討

検討期限
２５年３
月

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

12 総

し尿の収集業
務・浄化槽清掃
業務に関する事
務

し尿及び浄化槽汚泥を適
正に処理する。

一部の
市民及
び事業

者

定
例
定
型

委託料の執
行回数

３週間以内 ３週間以内 ３週間以内 231,482
３週間以

内
業者に委託し適切に
処理を行った。 Ａ 241,096 未 高 高 高

現状維
持

なし
維
持
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23年度 24年度 25年度 1,322,231 1,322,231 770,210 770,210

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

基礎情報

施策目標 資源循環型社会の形成を目指す

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値

改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

資源循環課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

活動指標の名称

資源循環課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）

12

し尿の収集業
務・浄化槽清掃
業務に関する事
務

し尿の収集業
務及び浄化槽
清掃業務の委
託に関する事
務

委託料の執行
回数

年１２回 年１２回 141,925

し尿の収集業
務及び浄化槽
清掃業務の委
託に関する事
務

委託料の執行
回数

年１２回 141,977
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

12

し尿の収集業
務・浄化槽清掃
業務に関する事
務

し尿及び浄化
槽汚泥の清掃
受付及び処理

処理期限
３週間以
内

３週間以
内

し尿及び浄化
槽汚泥の清掃
受付及び処理

処理期限
２週間以
内

済
必
要

済
不
可

無 なし

予
算
な
し

12

し尿の収集業
務・浄化槽清掃
業務に関する事
務

寒川町への負
担金納付に関
する事務

支払回数 年４回 年４回 84,611
寒川町への負
担金納付に関
する事務

支払回数 年４回 93,638
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

12

し尿の収集業
務・浄化槽清掃
業務に関する事
務

口座振替手数
料の支払事務

支払件数 ４００件 ３２１件 3

口座振替手数
料の支払事務
（ゆうちょを
除いた金融機
関分）

支払件数 ３００件 5
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

12

し尿の収集業
務・浄化槽清掃
業務に関する事
務

口座振替手数
料の支払事務
（ゆうちょ
分）

支払件数 １００件 2
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

12

し尿の収集業
務・浄化槽清掃
業務に関する事
務

手数料賦課徴
収事務

手数料収納金
額

37,537
千円

33,269
千円
（5.10
現在）

4,943
手数料賦課徴
収事務

手数料収納金
額

34,769
千円

5,474
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

13 総
ごみ減量化・資
源化基金に関す
る事務

ごみの減量化・資源化に
資するため有価物売却代
金及び寄附金等を基金と
して積み立てる。

展示品
当選者
等市民

定
例
定
型

積立額
79,362千
円

81,357千
円

81,357千
円

97,935
97,935
千円

ごみの減量化・資源
化のための基金とし
て、予定以上の金額
を積みたてることが
できた。

Ａ 81,357 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

13

ごみ減量化・資
源化基金に関す
る事務

有価物売却代
金等を基金に
積立てる事務

積立額
79,362
千円

97,935
千円

97,935
有価物売却代
金等を基金に
積立てる事務

積立額
81,357
千円

81,357
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

14 総 ごみ統計事務
ごみの排出状況を把握
し、今後の推計や対策の
検討に役立てる。

市民・
事業者

定
例
定
型

統計の作成
期限

８月 ８月 ８月 ８月まで

一般廃棄物に係る計
画及び諸施策のため
の統計資料を予定ど
おり作成した。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

14 ごみ統計事務
一般廃棄物全
般に対する統
計の作成

作成時期 ８月 ８月
一般廃棄物全
般に対する統
計の作成

作成時期 ８月
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

15 総
最終処分場に関
する調査研究業
務

最終処分場の安全活用に
関する周辺住民への報
告、説明を行う。

堤地区
住民

定
例
定
型

調査回数 年２回 年２回 年２回 71 年３回

最終処分場の安全活
用に関して周辺住民
へ報告等を実施し
た。

Ａ 82 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

15

最終処分場に関
する調査研究業
務

堤じんかい焼
却残灰処分地
対策協議会と
の視察

視察回数 年１回 年１回 68

堤じんかい焼
却残灰処分地
対策協議会と
の視察

視察回数 年１回 72
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

15

最終処分場に関
する調査研究業
務

堤十二天最終
処分場周辺住
民との協議

各種報告説明
会

年２回 年２回 3
堤十二天最終
処分場周辺住
民との協議

各種報告説明
会

年２回 10
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

16 総
最終処分場周辺
の環境調査等委
託業務

最終処分場周辺の住環境
の安全性を確保する。

堤地区
住民

定
例
定
型

調査回数 月３回 月３回 月３回 587 月３回

最終処分場周辺の住
環境の安全性の確保
のための調査を実施
した。

Ａ 500 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

16

最終処分場周辺
の環境調査等委
託業務

堤十二天最終
処分場の周辺
環境等調査

調査回数 月３回 月３回 587
堤十二天最終
処分場の周辺
環境等調査

調査回数 月３回 500
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

703 総
（仮称）広域リ
サイクルセン
ター整備事業

寒川町にリサイクルセン
ターを建設し、当市の資
源物を処理する。

市民
政
策

事業の進捗
状況

建設工事完
了

824,312
工事完了
と施設の

稼動

２４年度より稼働す
る寒川広域リサイク
ルセンター建設に向
けた工事、調整等を
寒川町と連携し予定
どおり実施した。

Ａ

703

（仮称）広域リ
サイクルセン
ター整備事業

リサイクルセ
ンター建設

建設期限
平成２３
年度末ま
で

平成２３
年度末ま
で

824,312
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23年度 24年度 25年度 1,322,231 1,322,231 770,210 770,210

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

基礎情報

施策目標 資源循環型社会の形成を目指す

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値

改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

資源循環課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

活動指標の名称

資源循環課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）

703

（仮称）広域リ
サイクルセン
ター整備事業

リサイクルセ
ンター建設に
関する寒川町
との調整

開催回数 年６回 年７回

703

（仮称）広域リ
サイクルセン
ター整備事業

寒川町からの
資源物受入に
関する寒川町
との調整

開催回数 年２回 年８回

703

（仮称）広域リ
サイクルセン
ター整備事業

分別品目及び
収集方法等の
庁内会議の開
催

開催回数 年６回 年６回

17 総
茅ヶ崎市一般廃
棄物処理計画の
改定

処理計画を社会環境に
あったものに改定し、常
に効果的なものとする。

市民・
事業者

政
策

事業の進捗
状況

基本計画素
案作成・実
施計画策定

基本計画の
改定
実施計画の
策定

実施計画策
定

8,705

基本計画
素案作
成・実施
計画策定

茅ヶ崎市一般廃棄物
処理基本計画の素案
のとりまとめ等の進
行管理を行った。

Ａ 4,337

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

17

茅ヶ崎市一般廃
棄物処理計画の
改定

一般廃棄物処
理基本計画の
改定

素案作成
平成２３
年度末ま
で

平成２３
年度末ま
で

8,705
一般廃棄物処
理基本計画の
改定

基本計画の完
成

平成２４
年度末ま
で

4,337

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし

予
算
な
し

17

茅ヶ崎市一般廃
棄物処理計画の
改定

一般廃棄物処
理基本計画の
進行管理

結果の検証
平成２３
年度末ま
で

平成２３
年度末ま
で

一般廃棄物処
理基本計画の
進行管理

結果の検証
平成２４
年度末ま
で

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

17

茅ヶ崎市一般廃
棄物処理計画の
改定

一般廃棄物
（ごみ）処理
実施計画の告
示

実施時期
平成２３
年６月

平成２３
年６月

一般廃棄物
（ごみ）処理
実施計画の告
示

実施時期
平成２４
年６月

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

18 総
市道６３４２号
線等道路改良事
業

最終処分場周辺の生活環
境の向上を図る。

市民
政
策

工事進捗状
況

２０１㍍ ２０５㍍ １７５㍍
平成２３
年度末ま
で

２３年度計画につい
て、着実に工事を進
めた。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持

予
算
な
し

18

市道６３４２号
線等道路改良事
業

道路改良 工事進捗状況
平成２３
年度末ま
で

平成２３
年度末ま
で

道路改良 工事進捗状況
平成２４
年度末ま
で

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

19 総
焼却処理施設の
延命化事業

焼却処理施設の計画的な
改修を行い施設の延命化
を図る。

市民
政
策

事業の進捗
状況

地域計画の
策定

延命化計画
の策定

基本設計 0
地域計画
の策定

スケジュールに合わ
せて地域計画を作成
した。

Ａ 5,491

業
務
計
画

未 高 高 高 拡大
増
や
す

19
焼却処理施設の
延命化事業

地域計画の策
定

策定期限
平成２３
年１０月

平成２３
年１０月

0
長寿命化計画
の策定

策定期限
平成２４
年度末ま
で

5,491

業
務
計
画

不
可

必
要

可
不
可

無 有り 24

焼却処理施設延命化
工事に向けた長寿命
化計画策定の業者委
託を行う。

増
や
す

19
焼却処理施設の
延命化事業

環境事業セン
ターとの業務
全般に関する
連絡調整

連絡調整回数 年６回 年６回

環境事業セン
ターとの業務
全般に関する
連絡調整

連絡調整回数 年６回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

19
焼却処理施設の
延命化事業

焼却処理施設
周辺市民との
協議

会議開催回数 年１回 年１回
焼却処理施設
周辺市民との
協議

会議開催回数 年１回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

20 総
し尿処理手数料
用オフコンの改
修

し尿処理手数料に関する
事務の効率化を図る。

市民
政
策

事業の進捗
状況

システム検
証

システム検
証

システム検
証

平成２３
年度末ま
で

オフコン改修時期に
向けてシステムの検
証の構築を実施し
た。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持

予
算
な
し

20

し尿処理手数料
用オフコンの改
修

し尿処理手数
料のシステム
の検証

システム検証
平成２３
年度末ま
で

平成２３
年度末ま
で

し尿処理手数
料のシステム
の検証

システム検証
平成２４
年度末ま
で

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

21 総
茅ヶ崎市分別収
集計画の改定

２６～３０年度を計画期
間とした分別収集計画に
改定を行う。

市民・
事業社

政
策

事業の進捗
状況

計画改定
平成２３
年度末ま
で

計画内容の検証を
行った。 Ａ 未 高 高 高

現状維
持

予
算
な
し

21
茅ヶ崎市分別収
集計画の改定

一般廃棄物処
理基本計画を
考慮した分別
収集計画の改
定準備

データ集積期
間

平成２３
年度末ま
で

平成２３
年度末ま
で

一般廃棄物処
理基本計画を
考慮した分別
収集計画の改
定準備

データ集積期
間

平成２４
年度末ま
で

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

888 総
災害応急対策活
動

本市域に、地震動・津波
等伴う諸現象による災害
が発生した場合に、被害
を軽減し、応急対策活動
を課として迅速的確に対
処する。

全市民
等
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23年度 24年度 25年度 1,322,231 1,322,231 770,210 770,210

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

基礎情報

施策目標 資源循環型社会の形成を目指す

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値

改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

資源循環課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

活動指標の名称

資源循環課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）

888
災害応急対策活
動

部の災害応急対策
活動マニュアルお
ける課（班）の活
動内容の検証及び
見直し

防災対策強化
実行計画に合
わせた見直し

随時 －

部の災害応急対策
活動マニュアルお
ける課（班）の活
動内容の検証及び
見直し

防災対策強化
実行計画に合
わせた見直し

随時

888
災害応急対策活
動

一般廃棄物の
処理に関する
業務

廃棄物の処理
方法の検討

随時 －
一般廃棄物の
処理に関する
業務

廃棄物の処理
方法の検討

随時

888
災害応急対策活
動

ごみその他廃
棄物の集積場
所及び廃棄場
所の確保に関
する業務

集積場所及び
廃棄場所の確
保に関する検
討

随時 －

ごみその他廃
棄物の集積場
所及び廃棄場
所の確保に関
する業務

集積場所及び
廃棄場所の確
保に関する検
討

随時

888
災害応急対策活
動

災害時の仮設
便所の整備に
関する業務

仮設便所の整
備に関する検
討

随時 －
災害時の仮設
便所の整備に
関する業務

仮設便所の整
備に関する検
討

随時

888
災害応急対策活
動

災害時の仮設
便所の整備に
関する業務

仮設便所の整
備に関する検
討

随時 －

茅ヶ崎市業務
継続計画に係
る非常時優先
業務

非常時優先業
務の選定

随時

888 総 庁内共通事務 104 104 138 138

888 総 庁内共通事務 22 22

888 総 庁内共通事務 68 68


